
Ⅳ 県・国の対策
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１ 県の基地対策

(1)県の基本的な考え方

神奈川県には、都市化が進み人口の密集している地域に15の米軍基地

があり、県民生活の安全やまちづくりに障害を与えていることから、県

では、長年にわたって、「基地の整理、縮小及び返還の促進」を基本とし

ている。

他方、基地の整理、縮小及び返還の実現までには、長い時間を要する

ことから、それまでの間も、基地の存在は、周辺地域にさまざまな障害

をもたらしている。そのため、県では、基地が返還されるまでの対策と

して、基地周辺住民の安全、福祉の確立と良好な生活環境の確保のため

に、基地に起因するさまざまな問題の解決に向け、基地周辺対策にも取

り組んでいる。

(2)基地の整理・縮小及び返還の促進
県では基地の整理、縮小及び返還を促進するため、関係市と連携し、

国に対し働きかけを行っている。

ア 関係自治体との連携による基地の整理、縮小及び返還

特に遊休化している基地、公共施設用地として緊急に必要な基地、周

辺住民に多大な障害を与えている基地を中心に、関係市や渉外関係主要

都道県知事連絡協議会とも密接な連携を取りながら、日米両国政府に対

し、整理、縮小及び返還の促進を繰り返し要請している。

イ 基地の整理、縮小及び返還に向けた地元市の取組みへの支援

基地の整理、縮小及び返還を要望する際には、具体的な街づくりのビ

ジョンや跡地利用計画を示すことが極めて有効である。そのため、県で

は、跡地利用計画の検討や策定等の地元市による取組みに対し、協力、

支援を行っている。
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資料 0-1 基地数と面積の推移
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資料 0-2 各市の跡地利用計画

市別 返還等要望施設 跡地利用計画

根岸住宅地区

横浜都心部に近接し、海の見える丘の芝生に囲まれた米国風住

宅という、独特の景観や雰囲気を持っており、こうした特色や隣

接する根岸森林公園の環境を活用しながら、接収の歴史・文化を

伝える憩いの空間の形成を目指す。

横浜ノースドック
都市部に近接した港湾施設としての立地条件を生かし､生活関連

物資等を扱う港湾施設、市民利用施設等の用地として利用を図る。

富岡倉庫地区

海辺の水際線の活用や近接する公園との連携により、海と丘を

むすぶ魅力づくりを図るとともに、立地特性を活かして新たな産

業振興・経済発展に寄与する空間の形成を目指す。

上瀬谷通信施設

首都圏全体を見据えた防災と環境再生の一大拠点として位置づ

け、平常時には広く首都圏の人々が訪れ農と緑を楽しみ、災害時

には首都圏の広域防災活動拠点となる空間の形成を目指す。

深谷通信所

米軍施設返還の象徴的施設として、また、首都圏の環境再生の

拠点として、特色あるデザインや、自然・スポーツ・文化など広

く利用者をひきつけるテーマを備えた大規模な緑の空間の形成を

目指す。

鶴見貯油施設 市民利用施設や臨港部の再編整備用地等として利用を図る。

横

浜

市

広域避難場所を兼ねた自然公園等として､緑地を保全しつつ、公

共公益施設用地及び都市施設用地として利用を図る。

逗

子

市

池子住宅地区

及び海軍補助

施設

広域避難場所を兼ねた自然公園等として､緑地を保全しつつ、公

共公益施設用地及び都市施設用地として利用を図る。

吾妻倉庫地区

(一部返還)

比与宇弾庫の側線及びその用地は、長浦港湾関連諸施設の整

備計画の港湾関連施設として利用を図る。横

須

賀

市
横須賀海軍施設

(一部返還)

ア 通信試験施設部分は、旧長井住宅地区と一体として利用を

図る。

イ 艦船修理部は、船舶の修理事業を行うとともに関連企業の

振興を図る。

ウ ガントリー船台隣接地区は、一部返還済のガントリー船台

地区と一体とした利用を図る。
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相模総合補給廠

小田急多摩線のＪＲ相模原駅乗り入れとあわせ、広域交流拠点都
市を目指す相模原市の中心市街地にふさわしいまちづくりを早期
に進める｡
交流機能 ～人、モノ、情報の交流により、楽しさが生ま

れるまちづくり～
文化･教育機能 ～創造性を育むまちづくり～
業務機能 ～広域経済の核となるまちづくり～

また、次に掲げるものについても早期推進を図る｡
ア 北側道路の整備による宮下～上矢部方面のアクセス向上
イ 南北道路（旧県道上溝立川線）の整備による町田方面との
アクセス向上
ウ ＪＲ横浜線と並行した道路整備による東西方向のアクセ
ス向上
エ 共同使用区域の市民開放

相模原住宅地区

中低層の住宅が立ち並ぶ市街地の中に位置する立地条件を生か
し、緑を保全した公園や防災空間としての機能のほか、文化、福祉
施設の整備を図る｡
特に、次に掲げるものについては、早期推進を図る｡
ア ウォーターフィルタープラント（浄水場）区域の公園等利用
イ 東側外周部分の道路整備による南北方向のアクセス向上
ウ 横浜水道道の開放による南北方向のアクセス向上

相
模
原
市

広大で、起伏に富む地形を生かして公園･緑地として整備するほ
か、文化、教育、福祉施設等の整備を図る｡
特に、次のものについては、早期推進を図る｡
ア 市道新戸相武台のトンネル拡幅再整備による安全性向上
及び交通利便性の向上
イ ゴルフ場外周道路の整備による周辺地域の渋滞緩和及び
南北方向（第 7ゲート付近～県道 51号）のアクセス向上
ウ ゴルフ場の活用による市民憩いの場の整備及び防災空間確保
エ 旧まがり坂（峰の坂道）の復活による東西方向のアクセス確保

座
間
市

キャンプ座間

教育、文化、福祉等の向上に供する公共公益施設の整備を図る。
特に、次に掲げるものについては、早急に整備を図りたい。
ア 県営水道導入後の水道施設用地は、公園等として利用を図る。
イ 県道町田厚木線の市民体育館から正門までの間をバリア
フリー対応の歩道として整備を図る。

自然と調和した快適な都市空間をつくるため、綾瀬市と協調し
て地域開発の拠点として整備を図る。

綾
瀬
市

厚木海軍飛行場
「緑と文化が薫るふれあいのまち あやせ」を都市像とし、大和

市と協調して地域開発の拠点として整備を図る。
特に、遊休化しているピクニックエリア（約 6ha）及びゴルフ場

地区（約 39ha）は、厚生施設や市民のスポーツ、レクリエーショ
ンの場として利用を図る。
西門南側地区（約５ha）は周辺道路としての整備を図る。

注・神奈川県基地関係県市連絡協議会「平成 19年度基地問題に関する要望書」（平成 18年７月
実施）による。

市別 返還等要望施設 跡地利用計画

大
和
市
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また、神奈川県基地関係県市連絡協議会では、「基地問題に関する要望

書」の中で、概括的な跡地利用の構想・計画を示し、早期の返還を要望

している(154 ページ以下の第Ⅳ章の２(2)「神奈川県基地関係県市連絡

協議会」の項を参照)。

(3)基地対策の充実・強化

基地の整理、縮小及び返還の実現までには、長い時間を要することは

避けられないが、それまでの間も、基地の存在は、周辺地域にさまざま

な障害をもたらしている。

県は、基地周辺住民の安全・安心や良好な生活環境の確保を図る観点

から、基地が返還されるまでの対策として、関係市や渉外関係主要都道

県知事連絡協議会と密接な連携をとりながら、基地をめぐるさまざまな

問題の解決のため、基地周辺対策を進めている。

ア 基地周辺住民の安全・安心と福祉の向上

基地に起因する様々な問題の解消のため、基地周辺対策の充実強化を

国に働きかけるなど、周辺住民の良好な生活環境の確保に努めている。

① 放射能汚染から県民を守るため、原子力艦の横須賀寄港時に、文

部科学省、横須賀海上保安部、横須賀市とともに、横須賀基地内外

において放射能調査にあたっている。また、2008年の原子力空母到

着に備えた安全対策の充実を国に求めている。

② 周辺住民と基地との良好な関係を築くことによって、問題発生の

未然防止や解決を図るため、「横須賀基地防犯連絡会議」、「県央地区

渉外連絡委員会」などを主催し、「池子住宅地区及び海軍補助施設に

係る地域連絡協議会」に参画している。

イ 基地周辺の生活環境の整備等に関する制度改善の促進

関係自治体とともに、国の事業や交付金等の充実に向け要請活動を行

っている。

ウ 厚木基地航空機騒音被害等の解消

厚木基地周辺の騒音問題の解決に向け、基地周辺に自動記録騒音計を
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設置し年間を通じて調査を行っているほか、随時、現地において観測調

査を実施し、騒音被害の実態把握に努めている。また、騒音対策の充実

や見直し、改善、夜間連続離着陸訓練（ＮＬＰ）の厚木基地からの全面

移転、住民への情報提供などを日米両国政府に対し働きかけている。

エ 基地施設等の地域住民利用の促進

一部の施設では、基地の運用に影響しない範囲において、野球場、ゲ

ートボール場、家庭菜園、公園などとして地元住民による利用がなされ

ている。今後とも基地返還の実現が難しいなかで、住民利用を促進して

いく。

オ 日米地位協定の見直しの促進

日米地位協定については、日米を取り巻く安全保障体制や我が国の社

会経済環境が大きく変化したにもかかわらず、国は、運用改善により機

敏に対応することが合理的であるとの方針であり、締結以来 45年以上も

の間、見直されていない。県としては、日米地位協定の見直しは、基地

に起因する様々な問題の解決、ひいては地元負担の軽減につながる重要

な課題と受け止めており、渉外関係主要都道県知事連絡協議会などを通

じて、国に対して、地元意向を反映させる仕組づくりや、環境法令等各

種国内法の適用、事故防止対策や防犯対策等の安全性の向上などを明記

するよう求めている。

(4)災害時における在日米軍との相互協力の推進

阪神・淡路大震災を契機として、県と在日米陸・海軍では、人道的見

地から災害時の相互応援の必要性について再認識し、災害時における米

軍との連絡調整や、応援の要請などの事務を内容とする「災害時の在日

米軍との相互応援マニュアル」を平成９年３月に作成した。『神奈川県地

域防災計画』には、広域的応援体制として、在日米軍に対しこのマニュ

アルに基づき応援を要請することと位置づけられている。

さらに、県と在日米陸・海軍では、このマニュアルに基づき毎年、防

災通信訓練を行うとともに、訓練の結果等に基づき、通信連絡方法など
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の見直しに努めている（平成15年３月改訂、平成19年度改訂予定）。

平成９年７月、横浜本牧沖で発生した原油タンカー「ダイヤモンドグ

レース号」原油流出事故の際は、在日米海軍からこのマニュアルに基づ

き、県に対して支援の申し出があり、海上保安庁に取り次ぎ、オイルフ

ェンスなどの支援を受けた。

しかし、このマニュアルに基づく相互応援は、あくまでも「人道的見

地からの非常措置」という前提のものであるため、県では、災害時の相

互応援や、広域避難場所としての基地の一部使用等について、現地の基

地司令官と地元自治体との間で協定の締結が円滑に行えるよう支援する

ことを国に対し働きかけている。

なお、基地が所在する８市は、それぞれの基地との間で地域での火災

時の消防活動についての相互援助を内容とした、消防相互援助協約・協

定を締結している。
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資料 0-3 在日米軍との消防相互援助協約・ 協定締結状況

市 別 対 象 施 設 名

当初締結

年 月 日

改定締結

年 月 日 備 考

根岸住宅地区

富岡倉庫地区

鶴見貯油施設

池子住宅地区及び

海軍補助施設

昭35. 2.23

上瀬谷通信施設 昭41. 9.28

深谷通信所 昭42. 6. 6

昭60.11.25 海 軍
横 浜 市

横浜ノースドック 昭33. 3.24 昭59. 1.17 陸 軍

横須賀市

吾妻倉庫地区

横須賀海軍施設

浦郷倉庫地区

長坂小銃射撃場

昭37. 7.18 昭60. 2.15 海 軍

逗子市
池子住宅地区及び

海軍補助施設
昭38. 6. 1 平 8.11.12 海 軍

キャンプ座間

相模原住宅地区
昭38. 8. 1

相模原市

相模総合補給廠 昭39.12. 1

昭58.11.17 陸 軍

大和市 厚木海軍飛行場 昭42. 1.30 昭62.12.14 海 軍

海老名市 厚木海軍飛行場 昭41. 6.15 ―― 海 軍

座間市 キャンプ座間 昭38. 8. 1 昭57. 6.29 陸 軍

綾瀬市 厚木海軍飛行場 昭45.10. 2 平 3. 4. 8 海 軍

(平成 19年 3月 31日現在)
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資料 0-4 県内基地の広域避難場所選定状況

市 名 避難場所の名称 基地名

ノースピア本館前広場 横浜ノースドック

根岸住宅地区 根岸住宅地区

池子米軍用地及び八景苑墓

地一帯
池子住宅地区及び海軍補助施設

米軍上瀬谷通信隊一帯 上瀬谷通信施設

横浜市

米軍深谷通信隊 深谷通信所

逗子市
久木中・小学校共同運動場

及び付近一帯
池子住宅地区及び海軍補助施設

在日米陸軍相模総合補給廠

(野積場)
相模総合補給廠

相模原市
在日米陸軍キャンプ座間

ゴルフコース
キャンプ座間

(３市) (７基地(延べ８基地))

(平成 19年 3月 31日現在)
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２ 基地関係の連絡協議会

(1)渉外関係主要都道県知事連絡協議会（渉外知事会）

ア 設立経緯

昭和36年、当時の神奈川県知事が、米軍基地に起因する諸問題を抱え

る主要12都道県の知事に対し、米軍提供施設等が所在する都道県相互間

の連絡調整を密接にし、政府等に対して、基地問題の適切かつ迅速な措

置について要望等を行い、これらの問題の効果的な解決を図ることを呼

びかけ、昭和36年 11月、関係都道県及び政府機関等による会議を開催

した。同会議において本協議会の設置が決定され、昭和37年１月 12日、

「渉外関係主要都道県知事連絡協議会」が結成された。（265ページの「資

料 Ⅵ-33 渉外関係主要都道県知事連絡協議会規約」を参照)。

イ 構成自治体

当初は、北海道、青森県、茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川

県、山梨県、静岡県、山口県、福岡県、長崎県の12都道県であったが、

その後、昭和47年７月に広島県、沖縄県が加入し、現在は14都道県に

より構成されている。

ウ 活動状況

本協議会は、基地に起因する諸問題を解決するため、国に対し、定例

要望や緊急要請を実施している。

最近の緊急要請では、「在日米軍の再編に係る地方公共団体への情報提

供等について」(平成17年７月)、「在日米軍の再編に係る今後の取組み

及び日米地位協定の見直しについて」(平成17年11月)などを実施した。

定例要望では、毎年「基地対策に関する要望書」により実施しており、

平成18年度の内容は次のとおりである。

① 米軍基地の整理、縮小と早期返還の促進及び基地跡地利用に係る

要望

② 日米地位協定に係る要望
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③ 「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」等に係る要望

④ 基地交付金(国有提供施設等所在市町村助成交付金)及び調整交

付金(施設等所在市町村調整交付金)等に係る要望

⑤ 駐留軍等労働者対策及び離職者対策に係る要望

⑥ 周辺事態安全確保法等に係る要望

⑦ 自衛隊法に基づく警護出動に係る要望

なお、平成12年度以降、要望項目の中から選定された項目について、

文書回答を国に対して求めていたが、平成18年度からは、重点として取

り組んでいく事項を明らかにするため、重点要望を新設し(平成18年度

は３つの柱８項目)、国に文書回答を求めている。

(2)神奈川県基地関係県市連絡協議会（県市協）

ア 設立経緯

米軍基地に関係する県内12市町（現在９市）と県が、密接な連携を保

ち、相互に協力して、基地対策行政の円滑な運営を図ることを目的に、

「神奈川県基地関係県市町連絡協議会」として、昭和39年５月 21日に

結成された。平成５年度末で湯河原町が退会したことにより、平成６年

度から名称を「神奈川県基地関係県市連絡協議会」と改称した（267 ペ

ージの「資料 Ⅵ-34 神奈川県基地関係県市連絡協議会規約」を参照）。

イ 構成自治体

横浜市、横須賀市、相模原市、藤沢市、逗子市、大和市、海老名市、

座間市、綾瀬市、神奈川県で構成している。

なお、設立当時は、川崎市、三浦市、湯河原町が参加していたが、そ

の後、基地返還に伴って退会し、現在に至っている。

ウ 活動状況

本協議会は、基地に起因する諸問題を解決するため、国に対し、定例

要望や緊急要請を実施している。また、研修や基地調査を実施するなど

基地対策推進のための調査、研究を行っている。定例要望には、基地問

題要望、基地交付金要望及び国の財政的支援に関する要望がある。
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平成 18 年７月に行った基地問題要望の主な項目は以下のとおりであ

る。

重点要望項目

① 米軍基地の整理・縮小・早期返還の推進

② 厚木基地における航空機騒音の解消

③ 米国原子力艦船の事故による原子力災害対策の確立

④ 日米地位協定の見直し及びその運用の改善

⑤ 住宅防音工事等、騒音対策の充実

⑥ 基地交付金、調整交付金制度及び各種支援策の充実

基地交付金要望及び国の財政的支援に係る要望では、基地交付金制度

については、「固定資産税の代替的性格」を有するが、固定資産税相当額

にはるかに及ばない状況であること、新たに建設された建物で米軍に提

供された財産が国有財産台帳に速やかに登載されていないこと、補正措

置を継続していることなどの問題があるため、毎年制度の充実や予算の

増額等、また県内関係市への配分について、関係政府機関に対し要望し

ている。併せて、国の財政的支援に係る要望において、基地周辺自治体

が過大な負担を担っていることを踏まえ、十分な財政上の措置を講じる

とともに、基地周辺自治体の実情に応じた､柔軟な対応が可能となる施策

とすることを要望している。

(3)厚木基地騒音対策協議会（厚協）

ア 設立経緯

厚木基地の周辺住民は、昭和57年２月から実施されるようになった夜

間連続離着陸訓練（ＮＬＰ）により耐えがたい苦悩を強いられ、市民生

活に深刻な支障を生ずることとなった。

県と周辺７市は、厚木基地におけるＮＬＰの中止、適切な代替訓練施

設の早期実現、訓練時間の短縮等を、繰り返し国及び米軍に対し要請し

たが、状況が改善されることはなかった。

そこで、この問題の解消に向け、より実効ある運動を進めることを目的
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として、県及び周辺７市の行政と議会が一体となり、国会議員の協力も

得て、昭和63年８月 16日に「厚木基地騒音対策協議会」を設立した（269

ページの「資料 Ⅵ-35 厚木基地騒音対策協議会規約」を参照）。

イ 構成自治体

厚木基地周辺７市（大和市、綾瀬市、藤沢市、相模原市、海老名市、

座間市、横浜市）及び神奈川県で構成している。

なお、平成14年度からは、東京都町田市がオブザーバーとして参加し

た。

ウ 活動状況

本協議会が、硫黄島における着陸訓練施設の早期完成、同施設でのＮ

ＬＰ全面実施等を国に要請した結果、平成５年４月には同施設が完成し、

米側に全面提供されるに至った。

これを受けて、引き続き本協議会は、硫黄島におけるＮＬＰの全面実

施に向け、いわゆる「直結方式」の実現や、硫黄島での予備日の設定な

ど、全面実施に必要な措置についての多角的検討を行うこと、必要な支

援体制、施設の拡充・整備を推進することなど、具体的な提案を日米両

国政府に対し粘り強く行い、ＮＬＰ問題の解消に向け精力的に活動して

きた。

また、平成14年度には、ＮＬＰ同様に激しい騒音を伴う飛行訓練が、

ＮＬＰの直前の時期に空母艦載機により行われていることを、国及び米

国に示した。

平成８年度からは、ＮＬＰ以外の騒音問題として、基地周辺住民に激

しい騒音と墜落の不安をもたらすデモンストレーションフライトの廃止

も要請項目に盛り込み、国及び米国に求めた結果、平成14年５月に、在

日米海軍司令官が、今後デモンストレーションフライトを実施しないこ

とを表明した。

平成18年度においては、米軍再編協議において厚木基地から岩国基地

への空母艦載ジェット機の移駐等が合意され、閣議決定も行われたこと
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を踏まえ、一日も早く騒音問題の抜本的解決を図るため、

① 空母艦載ジェット機の移駐等を着実に実施すること

② ＮＬＰの硫黄島での全面実施や、ＮＬＰ直前に行われている集中

的訓練の硫黄島での活用や事前情報提供を行うことにより移駐実

現までの間も、騒音問題の解決に積極的に取り組むこと

を日米両国政府に要請し、国に対しては文書回答を求めている。

３ 米軍との連絡会議

【県が事務局の協議会】

昭和 27 年の占領終結に伴い日米間の問題はすべて日米合同委員会で

討議されることとなったが、基地地元の小さな問題をすべて合同委員会

に上げて解決することは実際上難しいため、現地司令官が地元と処理で

きる問題については地元で会合を設けてはどうか、との勧告が外務省か

らあった。

これを受けて神奈川県では、県央地区、横浜地区(第１回は昭和28年

３月 31日。昭和50年 11月 12日川崎市主催の第 76回以降開催なし)、

横須賀地区(本節(1)「横須賀基地防犯連絡会議」を参照)で、県、県警本

部、関係市町、横浜防衛施設局の代表及び各米軍施設の司令官、幹部将

校を構成員とする地区別渉外連絡委員会(ＣＲＡＣ＝Community 

Relations Advisory Council)を発足させた。

(1)横須賀基地防犯連絡会議

ア 設立経緯

横須賀基地周辺における米軍人・軍属等による犯罪に関し、相互の要

望を述べ、また情報を交換することによって、その防止に努めることを

目的としており、その前身は昭和27年７月 22日発足の「横須賀地区渉

外連絡委員会」に遡る。この委員会は、昭和32年９月３日の第 25回で

一旦終了し、昭和41年 11月 17日に再発足、昭和47年６月 16日の第８
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回まで続いた。

昭和52年 11月 22日、議題を犯罪防止に限定し、新たに「横須賀基地

犯罪防止連絡会議」が発足、平成５年４月１日には名称を「横須賀基地

防犯連絡会議」に変更し、平成９年２月 21日、規約を制定、施行した。

イ 構成員

日本側は神奈川県警察本部、横須賀警察署、横須賀市、横須賀防衛施

設事務所、神奈川県で、米側は、在日米海軍司令部法務部、横須賀基地

憲兵隊、横須賀基地法務部等で構成している。

ウ 開催状況

昭和52年度は２回、昭和55年度は４回と、平成４年度までは各年度

に複数回開催している。その後はほぼ毎年度１回開催しており、平成18

年度で 52回を数える（271ページの「資料 Ⅵ-36 横須賀基地防犯連

絡会議規約」を参照)。

(2)県央地区渉外連絡委員会
ア 設立経緯

県央地区における地域住民との交流や、米軍人・軍属等による交通事

故などの事件事故について、相互の要望を述べ、また情報を交換するこ

とによって、日米の良好な関係を形成することを目的として設立された。

イ 構成員

日本側は相模原市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市、神奈川県警

察本部、神奈川県で横浜防衛施設局をオブザーバーとし、米側は在日米

陸軍司令部、在日米陸軍基地管理本部、在日米海軍厚木航空施設司令部

で構成している。

ウ 開催状況

第１回は昭和28年４月 30日、キャンプ座間が主催した。以後、日米

交代で主催し、当初は各年度に複数回開催していた。この約 20年間は毎

年度１回開催しており、平成18年度で109回を数える（272ページの「資

料 Ⅵ-37 県央地区渉外連絡委員会規約」を参照)。
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【地元市が事務局の協議会】

(3)池子住宅地区及び海軍補助施設に係る地域連絡協議会
ア 設立経緯

本協議会は、平成６年11月の逗子市、防衛施設庁及び神奈川県による

合意書において「地域社会における日米の良好な関係の形成と親善交流

のため、逗子市、在日米軍、防衛施設庁及び神奈川県による協議機関を

設ける。」とされたことを受けて、逗子市民と米軍人等との地域社会の良

好な関係形成並びに親善交流の促進を目的とし、平成８年２月 14日に第

１回会議が開催された。

イ 構成員

逗子市、在日米海軍司令部及び在日米海軍横須賀基地司令部、横浜防

衛施設局、神奈川県警察本部及び神奈川県で構成し、「四者協」と呼ばれ

ている。

ウ 開催状況

平成18年度までに11回開催されており、親善交流や交通事故対策な

どの問題について意見交換を行っている。（274 ページの「資料 Ⅵ-38

池子住宅地区及び海軍補助施設に係る地域連絡協議会規約」を参照)。

４ 国の地元対策事業

(1)周辺対策の制度

昭和27年４月、平和条約の発効後、日米安保条約に基づき米軍に提供

された施設・区域と周辺社会との間に、さまざまな摩擦が生じ、いわゆ

る基地問題として社会的に問題を提起するところとなった。

基地周辺の自治体は、国に対し、様々な障害の軽減、生活環境の整備、

事業活動の助長等基地周辺の民生安定諸施策を強く求めた。その結果、

国は、次のような立法並びに行政措置を講じた。

ア 民事特別法等の制定
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昭和27年４月、米軍人、軍属の公務上の違法な行為により損害を受け

た場合、国が代わって賠償する「日本国とアメリカ合衆国との間の相互

協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国におけ

る合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う民事特別法」が公布、施

行された。公務外の違法な行為により損害を受けた際も、「合衆国軍隊等

の行為等による被害者等に対する賠償金の支給等に関する総理府令」の

定める手続きにより、国から補償金が支払われることとなった。

イ 漁船の操業制限法の制定

昭和27年７月、「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全

保障条約に基づき日本国にあるアメリカ合衆国の軍隊の水面の使用に伴

う漁船の操業制限等に関する法律」が公布、施行され、米軍が海上演習

等のため水面を利用する場合、告示をもって、一定の区域、期間を定め

て、漁船の操業を制限または禁止することができることになったため、

漁業経営上の損失を国が補償することとなった。

ウ 特損法の制定

昭和28年８月、「日本国に駐留するアメリカ合衆国軍隊等の行為によ

る特別損失の補償に関する法律」が公布、施行された。

この法律は、米軍の特定の行為を原因として、農林漁業等特定の事業

経営上生じた損失を補償しようとするものであり、その行為が適法、無

過失の場合も含まれている。

エ 環境整備法の制定

昭和41年７月､｢防衛施設周辺の整備等に関する法律｣が公布、施行さ

れた。

昭和28年８月に施行された特損法は、損失の補償を規定したものであ

り、被害や損失を軽減防止する対策ではなかった。その後、防災工事、

道路改修工事及び騒音防止対策事業が、行政措置により行われるところ

となったが、事業ごとの個別処理の範囲を出ず、基地問題の解決には十

分なものでなかったため、基地周辺の自治体や住民等が、国に対し、施
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設周辺の民生安定対策の抜本的強化を強く要望した。

その結果、自衛隊等（自衛隊及び米軍）の行為または施設の運用によ

る障害の軽減緩和、防止のための必要な措置について、国が助成するこ

とを定め、さらに、施設周辺の整備に努めること、特定飛行場隣接地域

の建物の移転補償等を、制度として規定したものである。

昭和49年５月、その後の日本経済の高度成長及び都市化、過密化が進

むなかで、基地周辺住民の生活環境の大幅な変化、住民意識の高揚等を

背景に、従来の「防衛施設周辺整備法」では対応が十分でなかった施策

の拡大、住宅防音工事の助成、飛行場周辺対策の強化、特定防衛施設周

辺整備調整交付金の新設などを内容とした「防衛施設周辺の生活環境の

整備等に関する法律」が成立し、６月 27日、関連政令等とともに公布、

施行された。

オ 基地交付金の制定

昭和32年５月、 「国有提供施設等所在市町村助成交付金に関する法律」

が公布、施行された。

この法律により、国は、米軍に提供し、あるいは自衛隊が使用してい

る国有固定資産が所在する市町村に対し、国有固定資産財源補てん措置

として、その資産の価格に応じて､予算の範囲内で、市町村助成交付金(基

地交付金)を交付することとなった。

カ 調整交付金の制定

昭和45年 10月､｢施設等所在市町村調整交付金交付要綱」により、調

整交付金が交付されることとなった。

この要綱は、米軍に提供している施設等の所在する市町村に対し、米

軍資産に係る税制上の特別措置や、米軍に係る市町村民税の非課税措置

等による税財政上の影響を考慮して、毎年度、予算の範囲内で、調整交

付金を交付するとしている。

これは、米軍施設所在市町村においては、「地方税の臨時特例に関する

法律」により、米軍の所有する固定資産に課税することができず、市町
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村の税財政上の負担となっていたため、神奈川県基地関係県市連絡協議

会、渉外関係主要都道県知事連絡協議会等が、新たに特別の交付金制度

を設けるべきであるとして、強力な要請をした結果によるものである。

県内では、横浜市、横須賀市、逗子市、相模原市、大和市、座間市、

綾瀬市が両交付金の、海老名市が基地交付金の対象となっている。

（交付実績は、資料IV-5、資料IV-6を参照）

注・総務省資料による。

注・総務省資料による。

資料 0-5 基地交付金（ 国有提供施設等所在市町村助成交付金）

資料 0-6 調整交付金（ 施設等所在市町村調整交付金）

横浜市 564,907 557,987 566,145 549,649 524,314

横須賀市 1,748,345 1,748,345 1,796,312 1,805,538 1,811,768
逗子市 283,556 281,298 281,924 274,514 265,854
相模原市 1,057,488 1,057,488 1,093,814 1,097,723 1,169,036
大和市 178,491 185,362 197,175 199,902 218,654
海老名市 200 200 200

座間市 133,612 133,612 139,850 149,568 150,963
綾瀬市 673,001 700,027 732,255 734,112 741,404
計 4,639,400 4,664,119 4,807,675 4,811,206 4,882,193

14 15 16 17 18
　　　　　年度
交付団体

（単位：千円）

横浜市 103,984 105,024 109,756 109,756 117,782
横須賀市 222,622 222,622 230,527 230,527 225,126
逗子市 5,546 5,557 5,613 5,613 5,519

相模原市 76,966 77,044 81,126 81,126 79,352
大和市 21,422 21,422 22,579 22,579 22,081
座間市 63,826 63,923 67,196 67,196 71,688

綾瀬市 251,084 251,587 261,682 262,658 282,150
計 745,450 747,179 778,479 779,455 803,698

　　　　　年度
交付団体

14 15 16 17 18

（単位：千円）
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(2)環境整備法の概要

「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」は、自衛隊等（自

衛隊及び米軍）の行為、または、防衛施設（自衛隊の施設、または米軍

の施設及び区域）の設置・運用による障害の防止等のため、周辺地域の

生活環境等の整備について、必要な措置を講じるとともに、自衛隊等の

特定の行為による損失を補償することによって、住民の生活安定及び福

祉の向上に寄与することを目的としている。

その内容は、次のとおりである。

資料 0-7 環境整備法体系図

［障害の原因］ ［障害等の態様］ ［施策の内容］

演習場の荒廃等 障害防止工事の助成（法３条１項）
（河川、道路等の改修、テレビ放送共同受信施設等）

騒音防止工事の助成（法３条２項）

（学校、病院等の防音工事）

第１種区域 住宅防音工事の助成（法４条）

移転等の補償（法５条１項）
移転先地の公共施設整備の助成（法５条３項）

自衛隊等

の行為

騒 音 第２種区域
土地の買入れ（法５条２項）

買い入れた土地の無償使用（法７条）

第３種区域 緑地帯の整備等（法６条）

農林漁業等の経営上の損失 損失の補償（法13条）
（自衛隊の行為によるものに限る。）

生活又は事業活動の阻害 民生安定施設の整備の助成（法８条）
防衛施設の

設置・運用
（学習等供用施設（体育館等）、ごみ・し尿処理施設、
消防施設等）

生活環境又は開発 特定防衛施設関連市町村
に及ぼす影響 特定防衛施設周辺整備調整交付金の交付（法９条）

注・横浜防衛施設局による。
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ア 障害防止工事の助成（法３条１項）

基地周辺地域においては、①機甲車両その他重車両の頻繁な使用によ

る道路の損傷、②射爆撃による演習場の荒廃に伴う周辺河川の洪水等の

発生、③通信施設からの電波発射や航空機の低空飛行による周辺のテレ

ビ受信への影響、④航空機騒音や射爆音による学校、病院への騒音とい

った障害の例がある。このような場合に、市など地方公共団体等が、こ

れらの障害を防止または軽減するために行う道路、河川の改修、共同テ

レビ受信アンテナの設置、学校、病院の防音工事等に対し、国は、予算

の範囲内において、費用の全部または一部を補助することとしている。

イ 住宅防音工事の助成（法４条）

昭和48年 12月、環境庁(現環境省)は、飛行場周辺の環境基準につい

て､｢航空機に係る環境基準」を告示した。この告示は公共用飛行場周辺

地域の、環境基準と達成目標を示しており、米軍等の飛行場周辺におい

ても、公共用飛行場に準じて、環境基準の達成に努めるものとしている。

環境整備法では、米軍等の飛行場や対地射爆撃場の、周辺地域の騒音

の度合（Ｗ値）を測定し、その結果をもとに、防衛施設庁長官が、区域

を指定している。指定された区域は、それぞれ①第１種区域（Ｗ値 75

以上）は住宅防音工事の助成、②第２種区域（Ｗ値 90以上）は、移転の

補償・土地の買入れ、③第３種区域（Ｗ値 95以上）は、緩衝緑地帯等の

整備の対象とされている。県内では厚木基地周辺が対象とされている。

(ｱ) 住宅防音工事の助成対象区域指定の経緯

第１種区域の指定は、次表のとおり計５回行われている。第４回まで

は区域は段階的に拡大されたが、その後、約 20年ぶりに行われた第５回

の指定においては、全体としては拡大したものの基地の西側では一部縮

小された地域も生じている。

なお、環境省が定めている航空機騒音にかかる環境基準は、住居地域

においてはＷ値 70以下であり、神奈川県における航空機騒音に係る環境

基準に基づく地域類型指定は、昭和55年に告示された（246ページの「資
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料 Ⅵ-24 航空機騒音に係る環境基準」及び248ページの「資料 Ⅵ-25

航空機騒音に係る環境基準の地域類型指定」を参照）。

【第１種区域指定の経緯】

告示日 対象 対象面積 対象世帯数

第１回 S54.9.5 Ｗ値 85以上 約 343ha 約 4,500

第２回 S56.10.31 Ｗ値 80以上 約 1,217ha 約 27,700

第３回 S59.5.31 Ｗ値 75以上 約 5,080ha 約 117,820

第４回 S61.9.10 Ｗ値 75以上 約 7,700ha 約 147,000

第５回 H18.1.17 Ｗ値 75以上 約 9,200ha 約 197,000

(ｲ) 第５回告示の経緯

国は、最終告示から約 20年が経過し厚木基地周辺の騒音状況に変化が

見られること、平成13年度までに希望者に対する防音工事がほぼ 100％

完了したことから、平成18年１月 17日に、約 20年ぶりに指定区域の見

直しを行なった。

その背景には、平成14年７月に防衛施設庁長官の私的諮問機関「飛行

場周辺における幅広い周辺対策の在り方に関する懇談会」において、深

刻な騒音等の影響を被っている区域を見定めるため、計画的に騒音調査

を行い、区域の見直しを図る旨の提言が出されたことがある。

平成17年 11月 22日に横浜防衛施設局から示された区域指定案は、基

地の南北方向を拡大し西側の一部を縮小するものであった。県は、関係

７市の意見を踏まえ、①区域拡大と騒音調査体制の整備、②告示後住宅

への早期対応、③公平かつ迅速な工事の実施、④国の説明責任、⑤縮小

地域への特段の配慮、などを意見として国に提出した。

横浜防衛施設局は、告示後住宅については特に騒音の激しい区域（告

示後のＷ値 85以上）で建築年度の古い住宅（昭和61年９月の第４回告

示後５年以内に建築）を対象とすること、工事内容・手続き方法の周知

に努めること、縮小地域において経過措置期間を設定すること、などを
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回答した上で告示を行った。

(ｳ) 住宅防音工事制度の概要

ａ 新規防音工事

住宅防音工事の助成（補助）制度は、昭和54年に設けられ、世帯人員

にかかわらず２居室を施工する。工事内容は、Ｗ値に応じてＷ値 80以上

の地域では壁、天井、サッシ、ふすま及びドアを防音施工する第Ⅰ工法、

Ｗ値 75以上80未満の地域ではサッシ、ふすま及びドアを防音施工する

第Ⅱ工法とに分けられている。

ｂ 追加防音工事

新規防音工事を実施した住宅を対象とする工事であり、世帯人員プラ

ス１居室（５居室が上限）を限度として行われ、既に工事が実施された

居室数を減じた居室数を対象とする。

なお、防音工事を初めて行う住宅について、５居室までを限度として

一度に工事を行う「一挙防音工事」も実施されている。

ｃ 特定住宅防音工事

助成対象区域（第１種区域）の指定は段階的に拡大され、各告示の際

に現に所在する住宅が助成の対象となっていたため、住宅の建設時期が

同一、若しくはそれ以前であっても区域によっては対象とならないとい

う現象（いわゆるドーナツ現象）が生じた。この不都合を解消するため、

平成８年度から厚木基地周辺で「特定住宅防音工事制度」が適用され、

平成11年度は第２回告示区域まで、平成12年度は第３回告示区域にま

で制度が拡大された。

第４回告示区域の住宅については、当面は特に騒音の激しい区域（第

５回告示後Ｗ値 85以上）で建築年度の古い住宅（第４回告示後５年以内

に建築）が対象とされた。

ｄ その他の工事

平成 11 年度からは、過去に防音工事を受けており、既に工事終了後

10 年以上が経過した住宅の建て替えにあたって新たに防音工事の助成
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を行う「建替防音工事制度」が適用された。

また、同年度から、第４回告示に基づき工法区分が変更された（昭和

63年 7月）ため、第Ⅰ工法区域内において既に第Ⅱ工法により工事が施

工されている住宅を対象として助成を行う「工法是正制度」が実施され

た。なお、対象住宅は相模原市内のみである。

さらに、今後防音工事を実施する住宅で、バリアフリー対応住宅、フ

レックス対応住宅あるいは身体障害者及び要介護者等が居住する住宅に

ついて、対象居室をひとつの区画としてその外郭で工事を実施する「防

音区画改善工事制度」も、同年度から実施された。

平成15年度からは、防音効果を高めるため、Ｗ値 80以上の区域を対

象として、家屋全体をひとつの区画としてその外郭で工事を実施する「外

郭防音工事制度」が実施され、施工年度の古い住宅（単身世帯は除く。）

から、順次施工されている。

また、住宅防音工事では空調機の設置も助成されるが、夏期に騒音に

より窓を開けられない世帯ではクーラー等の稼動に必要な電力がかさむ

ことから、その相当額を助成するため、同年度からＷ値 80以上の区域を

対象として、「太陽光発電システムへの設置補助」をモニタリング事業と

して実施されたが、現在では事業は終了している。

なお、県では、渉外関係主要都道県知事連絡協議会や神奈川県基地関

係県市連絡協議会を通じ、Ｗ値 70への指定区域の拡大や告示日以降の新

増築住宅への助成等、制度の一層の拡充について要望している。

ウ 移転等の補償（法５条）

第２種区域（Ｗ値 90以上）に所在する建物等を、第２種区域以外の地

域へ移転する場合には、国が補償することとなっている。

また、第２種区域に所在する土地については、土地所有者からの申し

出があれば、国が買い入れることができる。なお、この場合若干の制限

があり、第３種区域（Ｗ値 95以上）であれば、土地所有者の申し出によ

り、すべて買い入れることとなっているが、第２種区域については、区
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資料 0-8 住宅防音工事施工区域図



169

資料 0-9 住宅防音工事の施工実績

世帯 48,153 32,894 1,101 0 60 2,611 84,819

金額 94,750 100,198 5,843 0 270 9,773 210,834

世帯 19,997 16,089 450 0 21 964 37,521

金額 41,794 57,985 2,730 0 127 3,626 106,262

世帯 13,977 9,297 121 0 49 204 23,648

金額 25,192 25,525 568 0 224 824 52,333

世帯 39 34 0 0 3 76

金額 127 0 0 14 141

世帯 19,608 11,742 104 513 25 31,992

金額 32,610 27,792 510 829 113 61,854

世帯 9,749 7,129 130 0 11 17,019

金額 17,330 22,120 683 0 59 40,192

世帯 23,767 15,731 265 0 18 1 39,782

金額 40,060 44,918 1,456 0 75 5 86,514

世帯 135,290 92,916 2,171 513 187 3,780 234,857

金額 251,863 278,538 11,790 829 882 14,228 558,130

（平成19年3月末現在）
（横浜防衛施設局より）

世帯 714,000

金額 1,557,400 百万円

計数は四捨五入で整理しているため、符号しないことがある

追加工事
（含・特定工事）

建替工事

海老名

茅ヶ崎

藤沢

綾瀬

大和

新規工事
（含・特定工事）

工法是正 区画改善 外郭防音 小　計

合計

昭和50
～

平成18
年度

市　名

座間

相模原

資料 0-10 住宅防音工事の工法
区分 第Ⅰ工法 第Ⅱ工法

施工対象区域 80ＷＥＣＰＮＬ以上の第一種区域 75ＷＥＣＰＮＬ以上 80ＷＥＣＰＮ

Ｌ未満の第一種区域

計画防音量 25ｄＢ以上 20ｄＢ以上

屋根 在来のまま 在来のまま

天井 在来天井を撤去し、防音天井に改造

壁 在来壁を撤去し、防音壁に改造

原則として在来のまま。ただし、著

しく防音上有害な亀裂、隙間等があ
る場合は有効な遮音工事を実施

外部開口部 防音サッシ（第Ⅰ工法用）の取付 防音サッシ（第Ⅱ工法用）の取付

内部開口部 防音建具（襖、ガラス戸等の取付）

床 原則として在来のまま

空気調和設

備

換気扇及び冷暖房機等の配置（冷暖房機は、第Ⅰ工法の場合最大４台まで、

第Ⅱ工法の場合最大２台まで）

工

事

内
容

その他 防音工事に伴う必要な工事

注・横浜防衛施設局による。

（平成 19年３月 31日現在）

(金額の単位：百万円)

注・横浜防衛施設局による。

・計数は四捨五入しているため、符合していないことがある。
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域指定された際に宅地である土地、または、宅地以外の土地で、移転ま

たは除却によって、従来利用していた目的に使用することが著しく困難

となる場合に限って、買い入れ対象となっている。

エ 民生安定施設の助成（法８条）

防衛施設の設置、運用により、周辺住民の生活または事業活動に障害

を与えると認められる場合において、地方公共団体が、その緩和のため

に、生活環境施設や、事業経営の安定に役立つ施設を整備するときは、

国は、その費用の一部を補助することとなっている。

この助成措置は、例えば、①道路、②消防施設、③周辺住民の学習、

保育、休養、または、集会の用に供するための施設、④ごみ・し尿処理

施設、⑤公園等を設置する場合に補助対象となっている。この補助率は、

10分の８を最高として、設置施設の内容により定められている。

オ 特定防衛施設周辺整備調整交付金（法９条）

港湾、ジェット航空機用飛行場及び市町村の面積に占める割合の大き

い防衛施設等があるときは、「特定防衛施設関連市町村」として指定され

る。

これらの市町村は、障害防止工事や民生安定施設の整備等について、

国が相当の助成を講じても、より以上に環境整備の努力を余儀なくされ

るということから、公共用の施設の整備に対して特定防衛施設周辺整備

調整交付金が交付されている。

県内の対象市町村は、横須賀、大和、綾瀬、逗子の４市である。

交付金の対象となる公共用施設は、交通施設、通信施設、スポーツ施

設、レクリエーション施設、環境衛生施設、教育文化施設、医療施設、

社会福祉施設、消防施設、または産業の振興に寄与する施設である。

交付金の額は、当該市町村の人口密度、特定防衛施設の面積、運用の

形態、航空機の種類などを基礎として、総理府令により算定される。

カ 損失の補償（法 13条）

従来、適法に農業、林業、漁業等を営んでいた者が、自衛隊の行為に
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より、その事業の経営上損失を受けたときは、国がその損失を補償する

こととなっている。米軍の行為により損失を受けた場合は、特損法によ

り国が損失の補償を行う。また、米軍の水面使用に伴う漁業補償は、漁

船の操業制限法により、補償金が支払われることとなっている。

キ その他

(ｱ) テレビ受信料の助成

昭和35年ごろから、ジェット機の飛行と騒音激化により、テレビ、ラ

ジオの難視聴が問題となり、受信料免除の住民要望が強まったため、昭

和 36年９月、郵政省、ＮＨＫ、防衛施設庁等による合同実態調査が行わ

れた。

その結果、昭和39年４月にラジオ受信料については全額免除、テレビ

受信料については半額免除の措置が採られたが、その後、昭和45年４月、

ＮＨＫの受信料免除基準が改正となり、飛行場外辺から東西１㎞、南北

５㎞に減免対象区域が拡大され、大和市全域と綾瀬、座間、海老名、藤

沢各市の一部地域が含まれることになった。

なお、昭和57年４月に受信料免除基準が改正となり、半額免除の措置

が削除された。その代替として、この減免区域を対象に、（財）防衛施設

周辺整備協会により「放送受信障害対策助成金」として、受信料の半額

を助成する制度が新たに設けられた。このことにより、視聴者がＮＨＫ

に支払う金額は、これまでと同様、受信料の２分の１である。

(ｲ) テレビ受信障害の防止

厚木基地周辺の綾瀬市側地域では、同飛行場に発着する航空機のため、

フラッター障害（飛行機の機体に電波が反射して、テレビ受像にゴース

ト等が生ずる現象）があることから、「防衛施設周辺の生活環境の整備等

に関する法律」に基づき、昭和55年度から共同アンテナ方式によるテレ

ビ受信障害防止事業が、国によって実施されている。
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農耕阻害

障害防止 道路改修 防音事業 住宅防音 移転措置 民生安定 補　　償

昭29～40 503,558 118,640 1,065,716 － 987,113 － 12,994

41～50 1,473,766 1,007,117 6,909,269 42,076 1,518,496 442,724 16,753

51～60 4,714,590 2,521,500 12,654,312 69,982,667 2,119,442 4,017,232 23,807

61～平7 4,968,969 2,272,909 16,439,941 271,721,178 1,604,711 6,852,633 －

8 626,044 179,631 1,203,535 33,278,986 70,208 1,135,327 －

9 911,756 209,776 2,122,998 32,067,323 95,190 1,021,230 －

10 698,794 240,167 1,710,982 29,527,228 96,297 553,110 －

11 477,435 147,352 1,121,589 23,867,630 106,121 638,172 －

12 372,521 334,269 1,131,811 22,911,276 116,099 1,061,251 －

13 342,496 214,113 1,251,520 21,683,978 479,431 591,440 －

14 229,276 278,839 2,460,553 19,276,455 333,791 659,244 －

15 219,009 365,172 2,797,505 17,073,573 472,263 984,727 －

16 210,910 272,271 2,345,030 16,411,712 480,235 901,587

17 148,926 122,686 1,654,191 13,895,309 333,560 676,192

18 140,343 236,189 1,049,242 11,392,671 95,282 811,419

上瀬谷電波 騒　音　用 特防調整

漁業補償 障害補償 電　話　機 交 付 金

昭29～40 73,163 251,981 － －

41～50 181,115 968,651 45,890 179,509

51～60 570,890 1,668,933 16,070 6,630,751

61～平7 616,838 2,440,324 － 10,128,476

8 43,745 － － 1,080,759

9 51,089 － － 1,045,675

10 52,747 － － 1,046,304

11 44,519 － － 1,008,030

12 35,819 － － 994,943

13 34,466 － － 1,032,214

14 41,496 － － 1,050,546

15 36,031 － － 1,058,701

16 34,826 1,233,417

17 33,464 1,180,130

18 31,496 1,326,116

　　区分

年度

　　区分

年度

（単位：千円）

※横浜防衛施設局による。
※農耕阻害補償は、昭和 54年９月まで。
※住宅防音には、平成元年度から機能復旧分を加えた。




